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1 序論 
 近年，環境負荷が低く健康増進に繋がることから，自
転車を利用する人が増加している．しかし，歩道を走行
する自転車利用者の増加により，自転車と歩行者の交通
事故が問題となっており，自転車レーンや自転車道等の
自転車通行帯の整備が必要となっている．このとき自転
車が移動手段であると考えると，自転車通行帯のように
自転車が走行しやすい道路が利用者の出発地から目的地
まで連続していることが重要である．自転車利用者が走
行しやすい道路のみを利用して出発地から目的地までた
どり着くことができるようになることで，歩行者と自転
車の錯綜がなくなり，交通事故が減尐すると考えられる． 
 本稿の目的は，自転車利用者の出発地から目的地まで
走行しやすい道路が連結するように走行環境を改善する
道路を求めることである．まず，自転車走行環境の定量
的評価の指標であるBCIを用いて，道路がどの程度自転
車利用者にとって走行しやすいかを求める．次に，適切
な自転車交通を念頭において，道路ネットワークでBCI
の評価が高い道路のみを利用して移動できるようにする
ためには，どの道路の自転車走行環境を整備するべきな
のかを求める．さらに，鉄道利用者の出発駅から目的駅
までの道路環境が整備されると，鉄道利用者が自転車で
移動するようになると考え，自転車で移動するようにな
る人数を増加させるような自転車走行環境を整備する道
路を求める．最後に，住宅地からスーパーなどに移動す
るような日常的な自転車利用者の移動を考え，利用者が
連続して評価の高い道路のみを利用して移動できるよう
になるためには，どの道路の自転車走行環境を整備する
べきなのかを求める． 
 
2 自転車走行環境の定量的評価 
2.1 BCIの概要 
 本稿では，アメリカで開発された自転車走行環境の定
量的評価の指標である BCI（Bicycle Compatibility 
Index）[1] を用いる．  
 
𝐁𝐂𝐈 = 3.67− 0.966𝐁𝐋 − 0.410𝐁𝐋𝐖 
−0.498𝐂𝐋𝐖 + 0.002𝐂𝐋𝐕 
+0.0004𝐎𝐋𝐕 + 0.22𝐒𝐏𝐃 
+0.506𝐏𝐊𝐆 − 0.264𝐀𝐑𝐄𝐀 + 𝐀𝐅 
（1） 
BCI は（1）式から計算でき，値が小さいほど評価が
高いことを表す．各変数の説明は以下のようになる． 
BL：自転車通行帯が整備されていれば1，それ以外は0 
BLW：自転車通行帯の幅員 [m] 
CLW：路肩側車線の幅員 [m] 
CLV：路肩側車線の1時間当たりの交通量 [台] 
OLV：路肩側車線以外の1時間当たりの交通量 [台] 
SPD：法定速度 [km/h] +15 [km/h] 
PKG：駐車帯が整備されていれば1，それ以外は0 
AREA：道路の周辺が住宅街ならば1，それ以外は0 
AF：調整用の変数 
2.2 東京23区内幹線道路の評価 
 東京23区の幹線道路をBCIを用いて評価するために, 
交通量や幅員の調査データである平成 22 年度道路交通
センサス [4] を用いる．東京23区の幹線道路のBCIを
計算し，BCI の値と道路距離合計の関係を表すと図 1
のようになる．自転車通行帯が整備してある道路のBCI
の値は3.2以下であったため，本稿では，BCIの値が3.2
以下の道路は評価の高い道路とする．このとき，幹線道
路のうち 21% が評価の高い道路となる．評価の高い道
路の特徴は幅員が広いことであり，評価の低い道路の特
徴は交通量が多いことである． 
 
図 1 BCIの値と道路距離合計の関係 
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2.3 BCIの可視化 
デジタル道路地図データ [3] を使用し，前節で計算し
た BCI の値を道路ネットワーク上に可視化すると図 2
のようになる．BCIの値が3.2以下の評価の高い道路は
中心部や郊外部にみられるが，連続していないことが課
題であると考えられる． 
 
図 2 BCI値の可視化 
 
3 連結性を考慮した自転車走行環境の整備 
 道路ネットワークの全点間を BCI の評価の高い道路
のみを利用して移動することができるようになるために
はどの道路を改善するべきかを求める．図 2 のように
BCI の値をもったネットワークの評価の高いリンクを1
つのノードに縮約したネットワークに対して最小全域木
を求める．縮約操作を行うことで評価の低いリンクのみ
で構成されるネットワークに対して最小全域木を求める
ことができるので，評価の高いリンクを活かした改善方
法を提案できる．リンクコストを距離として最小全域木
を求めると，木の全長は 561km となる．改善するリン
クを赤色で，評価の高いリンクを緑色で表すと図 3のよ
うになる．赤色のリンクをすべて改善することで全点間
を評価の高い道路で連結することができる． 
 
図 3 全点をつなげるための改善するリンク 
4 鉄道移動から自転車移動への転換 
 鉄道利用者の出発駅から目的駅までの道路環境が整備
されると，鉄道利用者が自転車で移動するようになると
考える．そのために，道路は 100km まで改善できると
し，評価の低い道路のうちどの道路を評価の高い道路へ
と改善していくかを求める． 
 鉄道利用者の出発地・目的地データ（OD データ）と
して平成 17 年度大都市交通センサス [2] を用いる．図 
2ようにBCIの値をもった道路ネットワークに駅からの
リンクを張ったネットワークにおいて，鉄道利用者の出
発地から目的地までの最短経路の距離が 7.5km 以下で
あり，経路に評価の低いリンクを含まない利用者は自転
車で移動するとし，転換可能な利用者と呼ぶ． 
4.1 ナップサック問題として定式化 
 改善する道路を 100km までと制限したときの転換可
能な利用者を増加させる問題を考える．出発地と目的地
の組合せ（ODペア）の集合を 𝑁，ODペア 𝑖 を出発地・
目的地とする人数を 𝑛𝑢𝑚𝑖，ODペア 𝑖 の最短経路のう
ち評価の低いリンクの距離合計を 𝑑𝑖𝑠𝑡𝑖，改善する道路
距離上限を 𝑏（𝑏 =100 [km]）としたとき，転換可能な
人数の総和を最大化する問題を考える．ODペア 𝑖 を出
発地・目的地とする利用者が転換可能な利用者となるな
らば 1，ならないならば 0 とする変数 𝑥𝑖  を導入し，以
下のような0-1整数計画問題として定式化する． 
max.  𝑛𝑢𝑚𝑖𝑥𝑖
𝑖∈𝑁
  （2） 
s.t.  𝑑𝑖𝑠𝑡𝑖𝑥𝑖 ≤ 𝑏
𝑖∈𝑁
  （3） 
 𝑥𝑖 ∈ {0,1} 
(∀𝑖 ∈ 𝑁) （4） 
（3）式はODペア 𝑖 の最短経路のうち評価の低いリン
クの距離合計の総和が改善する道路距離上限を超えない
ことを意味する．  
 求められた転換可能な人数は 47,382 人となる．改善
するリンクを赤色で表し，評価の高いリンクを緑色で表
すと図 4のようになる．しかしこの定式化では改善する
リンクが重複するため，改善するリンクの距離合計は
70.5kmであり，約30kmの余裕がある． 
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図 4 ナップサック問題で求めた改善するリンク 
4.2 転換可能な人数を最大にする問題として定式化 
 転換可能な利用者の人数が最大となるように 100km
まで改善する道路を求める方法を 0-1 整数計画問題とし
て定式化する．評価の低いリンクの集合を 𝐿，評価の低
いリンク 𝑗 の距離を 𝑙𝑒𝑛𝑗，ODペア 𝑖 が最短経路で使
用する評価の低いリンクの集合を 𝑆𝑖  としたとき，転換
可能な人数の総和を最大化する問題を考える．評価の低
いリンク 𝑗 を改善するならば1，改善しないならば0と
する変数 𝑦𝑗  を導入し，以下のような 0-1 整数計画問題
として定式化する． 
max.  𝑛𝑢𝑚𝑖𝑥𝑖
𝑖∈𝑁
  （5） 
s.t.  𝑙𝑒𝑛𝑗𝑦𝑗
𝑗 ∈𝐿
≤ 𝑏  （6） 
 𝑦𝑗 ≥ 𝑥𝑖  (∀𝑗 ∈ 𝑆𝑖 ,∀𝑖 ∈ 𝑁) （7） 
 𝑥𝑖 ∈ {0,1} (∀𝑖 ∈ 𝑁) （8） 
 𝑦𝑗 ∈ {0,1} (∀𝑗 ∈ 𝐿) 
（9） 
（6）式は評価の低いリンクを100kmまで改善できるこ
と，（7）式は OD ペア 𝑖 を出発地・目的地とする利用
者が転換可能な利用者となるならば，ODペア 𝑖 が使用
するリンク 𝑗 が改善するリンクとなることを表す． 
 上記の問題を整数計画ソルバーNUOPT13.1.5 を用い
て解くと，転換可能な人数は215,232人となり，出発地
から目的地までの最短経路が 7.5km 以下の鉄道利用者
のうち39 % が転換可能な利用者となる．改善するリン
クを赤色で表し，評価の高いリンクを緑色で表すと図 5
のようになる．図 5をみると郊外から都心につなげるよ
うに改善するよりも，都心間をつなげるように改善する
ことがよいことがわかる． 
 
図 5 転換可能な利用者を最大にする改善するリンク 
4.3 複数経路を考慮した改善方法への課題 
 4.2 節までは，鉄道利用者が出発地から目的地まで最
短経路を通ると仮定することで，考えるべき経路を固定
して問題を単純にした．しかし，ある利用者の出発地か
ら目的地まで7.5km以下の経路の中には，評価の高いリ
ンクを活用することにより，最短経路よりも改善するリ
ンクの距離が尐なくなる経路が存在する可能性がある．
各利用者の出発地から目的地まで 7.5km 以下の経路を
すべて求め，その経路の中のひとつでも出発地から目的
地まで道路が改善されれば，その利用者は転換可能な利
用者となると定義することにより，評価の高いリンクを
活用した道路改善方法を提案できると考えられる． 
 
5 日常的な自転車利用促進のための道路改善 
 住宅地から駅，学校，スーパーへ移動するような日常
的な自転車利用者が連続して評価の高い道路のみを利用
して移動するようになるためには，どの道路の走行環境
を改善するべきかを求める． 
 足立区の細街路を含んだ道路ネットワークに駅，中学
校，スーパーからリンクを張ったネットワークを対象と
して，各道路が自転車利用者にとって走行しやすいかを
評価する．幹線道路はBCIを用いて評価し，細街路は幅
員が13m以上の道路だけを評価が高い道路とする．OD
データは自転車利用者が各町丁目から最寄りのスーパー，
中学校，駅に移動するとし，それぞれの人数を各町丁目
の人口と世帯数から計算し作成する．以下，出発地から
目的地までの最短経路に評価の低いリンクを含まない利
用者を移動可能な利用者と呼ぶ． 
5.1 ナップサック問題として定式化 
 4.1 節で説明したナップサック問題として定式化する
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方法を用いて移動可能な利用者を増加させる改善するリ
ンクを求める．𝑥𝑖  は自転車利用者が移動可能かどうかを
表す変数とし，𝑏 = 50 とする． 
 求められた移動可能な人数は154,207人となり改善す
るリンクを赤色で表し，評価の高いリンクを緑色で表す
と図 6のようになる．しかし，改善するリンクが重複す
るため，改善するリンクの距離合計は13kmとなる． 
 
図 6 ナップサック問題とした場合の改善するリンク 
5.2 移動可能な人数を最大化する問題として定式化 
4.2 節で説明した方法を用いて移動可能な人数を最大
化するための改善するリンクを求める． 
 移動可能な人数は386,950人となり，ODデータのう
ち62 % が移動可能となる．求められた改善するリンク
を赤色で表し，評価の高いリンクを緑色で表すと図 7の
ようになる． 
 
図 7 移動可能な人数が最大となる改善するリンク 
 
6 まとめと今後の課題 
 本稿では，自転車利用者の出発地から目的地まで走行
しやすい道路が連結するように自転車走行環境を改善す
るべき道路を求めた．まず，自転車走行環境の定量的評
価の指標であるBCIを用いて東京23区の幹線道路を評
価し，道路ネットワーク上に可視化した．次に，全点間
を評価の高い道路のみで連結する方法を述べた．さらに，
鉄道利用者のうち出発地から目的地までの最短経路がす
べて評価の高い道路となる利用者は自転車で移動すると
考え，利用者が評価の高い道路のみを用いて移動するた
めにはどの道路を改善するべきかを求めた．最後に，住
宅地からスーパーなどへ移動する日常的な自転車利用者
が評価の高い道路のみを用いて移動するためにはどの道
路を改善するべきかを求めた． 
 今後の課題としては，日本の道路環境を考慮したBCI
の作成が挙げられる．道路の勾配等を考慮し，細街路も
評価できるような評価手法を作成することで，細街路を
含めた道路ネットワークに対しても，自転車走行環境を
整備する道路を求めることができると考えられる． 
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